
　三菱商事は、創業以来の企業理念である『三綱領』に基づ

き、経済価値・社会価値・環境価値の「三価値同時実現」を実

現すべく、全てのステークホルダーの要請に応えながら、事

業活動を通じてさまざまな社会課題の解決に取り組み、社会

の持続可能な発展、価値創造に貢献してきました。

　「中期経営戦略2024」においても、MC Shared Value

（共創価値）の創出という考え方が掲げられ、社会や産業の

課題解決を通じて企業として成長し続けるという思いと考え

が引き継がれています。　　

　三菱商事は、MC Shared Valueを創出し続けながら、社

会と共に持続可能な成長を実現していきます。

持続可能な
成長に向けた取り組み

Sustainability

 三菱商事の持続可能な成長のための経営上の課題とし

て2016年に定めた「サステナビリティ重要課題」等を指

針として、全てのステークホルダーの要請に応えながら、

事業活動を通じてさまざまな社会課題の解決に取り組み、

社会の持続可能な発展、価値創造に貢献してきました。

　一方で、「サステナビリティ重要課題」策定後、外部

環境と共に解決すべき社会課題も変化してきていたこ

とから、当社のさらなる中長期的な企業価値向上を実現

すべく、「中期経営戦略2024」策定時に「サステナビリ

ティ重要課題」のレビューを行いました。「中期経営戦略

2024」が目指すMC Shared Value（共創価値）の継

続的な創出に向け、当社が事業活動を通じて解決してい

く重要な社会課題である「マテリアリティ」として再定義

し、各部門・グループにおいて、事業や取り組みごとにマ

テリアリティに関連した中期的な行動計画である「アク

ションプラン」を定めています。

マテリアリティ
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課　題

脱炭素社会への貢献

自然資本の
保全と有効活用

持続可能で安定的な
社会と暮らしの実現

イノベーションを通じた
社会課題の解決

地域課題の解決と
コミュニティとの共生

事業推進における
人権の尊重

多様な人材が未来を創る
活気に満ちた組織の実現

透明性高く柔軟な
組織の実現

概　要

移行期の低・脱炭素化に資する製品・サービスを提供しながら、
温室効果ガスの削減に取り組み、脱炭素社会の実現に貢献します。

地球が最大のステークホルダーであると認識し、生物多様性の維持や自然資本の保全に努めるとともに、
環境への負荷を低減しながらサーキュラーエコノミーの実現に取り組みます。

各国・顧客のニーズに基づく資源・原材料・製品・サービス等の安定供給責任を果たしながら、
さまざまな国・産業における事業を通じ、将来にわたって持続可能な社会と暮らしを実現します。

イノベーションがもたらす産業の大きな変化も取り込みながら、
社会課題の解決に資するビジネスを創出していきます。

各国・地域が直面する課題の解決に事業を通じて貢献し、経済や社会の発展に寄与するとともに、
多様なステークホルダー、地域・コミュニティとの共生・共創を図ります。

さまざまな国で多様な事業を推進する上で携わる全てのステークホルダーの人権を尊重し、
各国の情勢も踏まえながら、バリューチェーン上の課題解決を追求します。

人材が最大の資産である事業特性を踏まえ、組織全体で三価値同時実現の原動力となる多彩で多才な人材
を育成し、また多様な人材が価値観を共有し、つながりながら切磋琢磨し成長できる組織の実現に取り組みます。

事業環境の変化に迅速に対応しながら、連結・グローバルベースで実効性のあるガバナンスを実現し、
透明性と柔軟性を備えた健全な組織の維持・強化に努めます。
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　三菱商事は、気候変動は重大なリスクであると同時に、イノベーションや新

規事業の実現を通じ新たな事業機会をもたらすものと考えており、「脱炭素社

会への貢献」をマテリアリティの一つに掲げ、持続可能な成長を目指す上での

対処・挑戦すべき重要な経営課題としています。

　脱炭素社会への移行に当たっては、国・地域ごとに異なる実情（エネルギー・

電力構成、地理的な条件・制約、経済発展の段階や人口規模等）を踏まえた具

体的な対応方針を立案し、一つ一つ着実に実行していく必要があります。当社

は世界各地に広がる拠点と事業会社を通じて、日々、さまざまなステークホル

ダーと幅広く協働しながらビジネスを展開しています。このネットワークを活用

して個々の課題・ニーズを的確に把握し、社内外の知恵をつなげた事業により

解決策を実現していくというプロセスを通じ、脱炭素社会の実現を目指してい

きます。

 

　当社は、2021年10月に「カーボンニュートラル社会へのロードマップ」を

発表し、2050年のGHG排出量ネットゼロを目標とすることを宣言しました。ま

た、資源・エネルギーをはじめとするさまざまな事業に携わってきた当事者とし

て、エネルギーの安定供給責任を全うしつつ、カーボンニュートラル社会の実

現に向けて脱炭素との両立を目指すために、さまざまな目標やアクションプラ

ンを策定しています。また、「中期経営戦略2024」では、ロードマップで示した

GHG削減目標（2030年度半減（2020年度比）、2050年ネットゼロ）の達成

に向け、気候変動に対応するサステナビリティ施策として、当社の各事業を気

候変動の移行リスク・機会に応じて分類（事業分類）し、ポートフォリオの脱炭素

化と強靭化を両立するメカニズムを導入しました。従来より実施してきた「シナ

リオ分析」に、新たに「トランスフォーム・ディスカッション」「GHG削減目標を踏

まえた投資計画」「新規投資の脱炭素採算評価」の施策を導入し、当社事業が

個別案件および全社事業戦略の両面において2050年ネットゼロに向けたシナ

リオと整合することを確認する適切なガバナンス・リスク管理制度としています。

「カーボンニュートラル社会」に向けた取り組み

ポートフォリオの脱炭素化と強靭化を両立させるメカニズム

事業分類 取り組みのメカニズム

●●  1.5℃シナリオ分析
 脱炭素シナリオ下での移行リスク・機会を分析

●●  トランスフォーム・ディスカッション
 当社のScope3 排出量の大半を占めるカテゴリー11※

 排出量等の観点でトランスフォームに分類された事業を対象に、
 移行リスクの事業への影響を経営レベルで毎年モニタリング

●●  GHG 削減目標を踏まえた投資計画
 投資計画策定にあたり、短中期のＧＨＧ削減計画を確認する
 新たなプロセスを導入

●●  新規投資の脱炭素採算評価
 脱炭素シナリオ下の主要前提を用いた
 採算指標（社内炭素価格等）の参照

気候変動の移行リスク・機会が大きい事業を
「グリーン」「トランスフォーム」として抽出

再エネ

グリーン水素

…

天然ガス

原料炭

…

食品流通

都市開発

…

トランス
フォーム

グリーン

ホワイト
（その他）

   ※ Scope3 カテゴリー11：販売した製品の使用に伴う排出

カーボンニュートラル社会へのロードマップ
詳しくはこちら
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